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眼鏡流通システムの動態  

－展開過程とその特徴―  

 

Dynamics of  dis t r ibut ion system in glasses  industry  

-  the development  process and i t s  character is t ics   —  

 

向山雅夫＊  

Masao Mukoyama 

 

  本 稿 は 、 近 年 変 動 し つ つ あ る 眼 鏡 流 通 シ ス テ ム を 取 り 上 げ 、 そ の 変 動 メ カ ニ ズ ム を 解 明  

す る と い う 目 的 を 実 現 す る た め の 序 論 的 考 察 と し て 、（ １ ） 舶 来 品 と し て の 眼 鏡 が 日 本 に  

定 着 す る 過 程 、 （ ２ ） 日 本 に お け る 眼 鏡 生 産 の 発 展 過 程 と 現 状 、 （ ３ ） 眼 鏡 産 業 に お け る 現 実 変 化 、

に 関 し て そ の 全 体 像 を 概 観 し た 。  

 

キ ー ワ ー ド ： 眼 鏡 流 通 シ ス テ ム 、 産 業 集 積 、 新 業 態 、 商 品 特 性  

 

Ⅰ.はじめに 

 一昔前、外国人にとっての日本人イメージは、「小柄で、出っ歯で、首からカメラをぶら下げて、

黒縁丸眼鏡」と相場は決まっていた。様々な風刺画に登場する典型的なイメージがどこから来る

のかはわからないが、日本人にとって眼鏡は切っても切り離せない特徴の一つであったというこ

とは間違いないだろう。他国と比較して、日本で視力矯正を必要としている人の割合が高いこと

を示す具体的なデータを目にしたことはないが、少なくとも外国人にそんなイメージを抱かせる

ほど印象的なのであろう。図１は、この点を傍証するデータである。この図は、年齢別・性別の

眼鏡装用率を示している。これによると、男性・女性とも年齢が高くなるにつれて、眼鏡を使用

する人の割合が増加し、 60 歳を超えると男性では約 80％が、女性でも 70％強の人が眼鏡を使用

していることがわかる。歳とともに老眼が進むため、眼鏡が手放せなくなることがこの原因であ

ろう。一方 15 歳以下では男女とも 30%程度であるが、勉強が本格化する 10 代後半からは一気に

その割合が高くなっている。このデータには主としてコンタクトレンズを装用する人は含まれて

いないため、視力矯正が必要な人の比率はさらに高くなると思われる。次に、図 2 を見てみよう。

この図は、年齢別・眼鏡平均単価を示している。眼鏡装用率が年齢とともに上昇するのと同様に、

レンズとフレームを合わせた眼鏡購入単価は上昇している。また女性はコンタクトレンズを装用

する比率が高いためか、60 歳中盤まで女性の眼鏡平均単価は男性より低いが、高齢者になると逆  

 ＊ 流 通 科 学 大 学 商 学 部 、 〒 651-2188 神 戸 市 西 区 学 園 西 町 3-1  
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転し女性の平均単価の方が高く、 40000 円近くになっている。  

このように、日本人にとって眼鏡は生

活する上での必需品と化しているが、言

うまでもなく眼鏡は、単に雑貨やファッ

ション品ではなく、視力を矯正するため

の道具であるため、健康な生活を営むた

めに欠くことのできない商品でもある。

日本の人口は今後減少する傾向にあるが、

一方で高齢化はさらに進行する。またす

でに述べたように日本人の眼鏡装用率は  

                    （図１）  日本人の眼鏡装用率  （ 2015 年）  

                    （ 注 ） 75 歳 以 上 は サ ン プ ル 数 が 少 な か っ た た め 65 歳  

以 上 数 値 を 使 用 し て い る 。  

（ 出 所：『 眼 鏡 DB 2016』、図 表 2-1-3 を も と に 作 成 ）  

極めて高い。こうしたことから判断する

と、眼鏡流通システム、すなわち眼鏡生

産から眼鏡小売までを含む流通システム

全体は、今後も安定的に推移すると予想

できるだろう。  

 ところが、最近眼鏡流通システムは

かつてないほど大きな変化を余儀なくさ

れている。また眼鏡に関するこれまでの

常識が大きく覆されつつある。それは例え   （図２）  年齢別眼鏡平均単価  （ 2015 年）  

ば次のような点に表れている。        （ 出 所 ：『 眼 鏡 DB 2016』、 図 表 2-1-2 を も と に 作 成 ）  

 

 ＊眼鏡は大きくレンズとフレームという 2 つの部品から構成されているが、レンズとフレーム

ともにグローバル化の流れに翻弄され、海外生産が増加している。  

 ＊海外メーカーが生産したレンズやフレームの流入が激増している。その結果、国産メーカー

と海外メーカーとの国内における競争が激化している。  

 ＊かつて眼鏡流通の中心的役割を果たしていた、卸売業者が産地・消費地ともに衰退しており、

その機能は大きく変貌している。  

 ＊眼鏡を販売する業態が多様化し、小売業者間の競争が激烈化している。  

 ＊消費者が眼鏡を選択する際の基準が大きく変化している。  
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 ＊メガネフレームのブランド数は限りなく多く、その実態を正確に把握することが困難な状態

にある。  

 ＊消費者の眼鏡一式（レンズ +フレーム）に対する値ごろ感が大きく変化している。  

 興味深いことは、こうした一連の変化はそれぞれが単独で発生しているのではなく、そこに  

は強い相互関連性が見られるのである。そしてそれらの関連性を規定する要因はかなり複雑であ

る。はたして、相互関連性とはどのようなものであろうか。またそれらを規定する要因とその規

定関係は、どうなっているのだろうか。こうした眼鏡流通システムの動態を明らかにすることに、

本研究の関心はある。だが、この課題は一気に解明できるほど単純なものではない。そこでまず

本稿では、眼鏡流通を巡る動態を多面的に概観する。  

 

Ⅱ .眼鏡の歴史 

1.  眼鏡という商品の登場と拡がり 

眼鏡が眼鏡として機能するためには、まずレンズが不可欠である。このレンズで現存する最古

のものは紀元前 700 年ころの古代ニネヴェの遺跡から発見されている。これは水晶を研磨して作

られたものであるが、しかし視力を矯正するためにではなく太陽熱を集めるものとして用いられ

たらしい 1。視力を補助するためのレンズとしては、 13 世紀後半に登場したリーディングストー

ンの発見を挙げることができる。これは今でいうルーペのようなものであり、文字を拡大するこ

とによって視力を補助する役割を果たしたものと考えられている 2。このような天然石を材料とす

るのではなく、ガラスがレンズに応用され始めたのは 1300 年以降であり、それはイタリアのヴェ

ネチア（ベニス）においてであった 3。ヴェネチアで生まれたガラス製造技術に基づいて、無色透

明のレンズの生産が開始され、それを用いて眼鏡が作られ始めたのである 4。当時生産できたレン

ズは凸レンズのみであり、そのレンズを用いた眼鏡はいわゆる老眼鏡であった 5。  

それでは当時の眼鏡は、どのような形をしていたのだろうか。写真 1 は現存する最古の眼鏡で  

            

（写真１）  鼻眼鏡  

（ 出 所 ： http://lunettes-plus.com/archives/1521）  
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ある。これは鼻眼鏡と呼ばれる鼻の上に載せて使用するタイプである。この鼻眼鏡を始め、レン

ズの形は全部丸形であり、楕円形が用いられたのは、16 世紀に入ってからである 6。鼻眼鏡以降、

様々なタイプの眼鏡が登場するが、現在使われているような耳に掛けるタイプの眼鏡は、1623 年

頃スペインに始まり、およそ 100 年をかけてイギリス・フランス・ドイツなどに普及していった

とされている 7。初期の眼鏡は聖職者など一部の人たちのものであり、いわば博学・教養のシンボ

ルとして用いられていたが、やがて印刷術の発達によって読書機会が増加し、それとともに一般

化していったと考えられている 8。  

 こうして欧州で登場し普及していった眼鏡は、いつ頃日本に伝来したのであろうか。これは必

ずしも明確ではないが、一般的にはフランシスコ・ザビエルが 1551 年に大内義隆に献上したのが  

最初であると考えられており、現存する中でもっとも古い眼鏡は、久能山東照宮に保管されてい

る徳川家康の眼鏡（鼈甲製の鼻眼鏡）である 9。  

 

2.  日本における眼鏡づくりと流通 

眼鏡は日本に伝来したものの、それは大名や貴族など身分のある者に対する献上品として存在

していたにすぎず、しかも眼鏡はもっぱら外国から輸入された舶来品であった。鎖国時代の貿易

は長崎に限定されていたため、長崎には眼鏡が持ち込まれると同時に眼鏡の製法も伝来したと考

えられ、17 世紀半ばには既に長崎では眼鏡師が眼鏡づくりに励んでおり、眼鏡専門店が存在した

と言われている 10。また京都には伝統的に玉石を研磨する技術が根付いており、それが数珠・緒

締め・髪飾りなどの職人となっていたが、眼鏡の普及とともにその研磨技術を生かしてレンズづ

くりに進出していた。さらにそれが大阪にも伝わっていった。しかし、眼鏡が先端的な技術によ

って本格的に生産され始めたのは、明治期に入ってからである。  

そのきっかけとなったのが、 1873 年（明治 6 年）の朝倉松五郎の渡欧であった 11。明治政府は

殖産興業政策の一環として同年ウイーンで開催された万国博覧会へ参加することになり、朝倉は

水晶その他の玉細工類の作品を製造・出品した。これと同時に万国博覧会参加の大きな目的は、

先進的な欧州の工業技術を学ぶことであった。選ばれた 24 名の技術伝習生の中の一人である朝倉

は、ウイーン・イタリアにおいて眼鏡製造技術の習得に努めた 12。また帰国に際しては、眼鏡レ

ンズ製造機器を購入し、持ち帰った。これが、近代眼鏡産業発展に結びつくことになる。  

明治初期に東京では、眼鏡師以外にも、手内職に励む下級武士、刀剣飾り職などが眼鏡製作に

転じたと言われているが、やがて商人が兼業として眼鏡を取り扱い始め、レンズ職人や枠師に外

注して眼鏡を商うようになっていった 13。  

（表１）は明治初期の眼鏡店とその取扱商品を示している。ここで注目すべき第１は、新商品

としての眼鏡を取り扱っている商店が最も多く兼業しているのが鏡である点、第２は時計を扱う

店も多いことである。前者は、レンズ作りが「磨く」という製造技術をもとに成り立っていたこ
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とを示しており、後者は現在にも継承されている眼鏡と時計との組み合わせ販売である。  

眼鏡づくりはやがて欧州から導入された技術の普及や眼鏡需要の高まりに呼応して、活発化し

ていった。明治政府は、ウイーン万国博覧会を模して国内において第１回内国勧業博覧会を 1877  

年（明治 10 年）に開催し、これは出品人員 16172 人・出店数 84353 点・来館人員 454186 人とい

う大規模なものであったが、そのうち眼鏡関係の出品者数と出品点数は、12 人・28 点であった 14。  

この博覧会はその後、第 2 回 1881 年（明治 14 年）、第 3 回 1890 年（明治 23 年）、第 4 回 1895

年（明治 28 年）、第 5 回 1903 年（ 明治 36 年）に開催され、第 2 回では 14 人・ 224 点、第 3 回で

は 15 人・ 449 点、第 4 回では 16 人・ 218 点、第 5 回では 22 人・ 217 点と参加者数が増加し、出

品数も初回と比較すると安定的に高い水準を維持していた。こうした眼鏡づくりの活発化に伴っ

て、1898 年（明治 31 年）には『東京眼鏡商組合』、1914 年（大正 3 年）には『 東京眼鏡製造販売

同業組合』が、 1925 年（大正 14 年）には『東京眼鏡卸商組合』が、遅れて『東京眼鏡小売商組

合』が 1929 年（昭和 4 年）に発足している 15。  

以上述べた眼鏡づくりの拠点としての東京に対して、大阪でも眼鏡づくりが進んだが、両者の

間には一つの相違がみられる。これに関して、大坪は次のように述べている 16。  

「一つの物をコツコツやって、費用を考えずに作っていた過去のお抱え職人気分の技術と、一

刻も早く多数作り上げて、それが卸商の目を通り、一個の製品としてもできる限り安い優秀

品であること、いい換えれば一箇の美術品と取り組む美術家（東京：筆者注）と、優秀製品

を多数生産する名工、工芸作家（大阪：筆者注）との相違となろう」  

（表１）明治初期の東京の主たる眼鏡店  

 東京と大阪間に見られるものづくりに対するこ

の姿勢の違いは興味深い 17。さらに大阪の特徴は、

レンズ工業の集積が生まれたことである。江戸期

には玉新という眼鏡玉磨き職人が開業しており、

その他数名の職人が当時レンズを供給していたが、

その後大正初期から大阪の岸和田市においてレン

ズの本格的製造が始まった。さらに大阪市の田島

町（現、大阪市生野区）にもレンズ工場の集積が

できた。この頃のレンズはガラス製であり、プラ

スチックレンズが後に主流となったため、ガラス

レンズ工場はその後激減していくが、現在でも岸

和田・田島では生産が行われている。一方販売面

では、明治初年時点では、1752 年（宝暦二年）    （ 出 所：大 坪（ 1960）、pp.103-104 よ り 作 成 ）  

創業の梶彦兵衛ら数件の卸及び小売を営む商店が存在し、 1877 年（明治 10 年）以降には新たに

屋号 取扱商品
加賀吉 眼鏡、鏡、（ランプ類）
松島 眼鏡、鏡、
村田 眼鏡、鏡、

美濃平 眼鏡、雑貨
丸炭 眼鏡、小間物
玉松 眼鏡、頭飾品

石川屋 眼鏡
玉藤 眼鏡、時計
大隅 眼鏡、時計
玉屋 眼鏡、時計

伊勢惣 眼鏡、時計
伊勢定 眼鏡
金田屋 眼鏡
遠州屋 眼鏡、医療器
玉屋 眼鏡、鏡

佐野屋 眼鏡
尾張屋 眼鏡、数珠
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眼鏡の取り扱いを始める卸・小売商が続出した 18。これらの動きの中で、大阪では「六勢会」と

呼ばれる組織（大阪を代表する 6 店の有力小売商の集まり）が生まれた。すでに述べたように、

大阪の商品は廉価ではあるが品質的には劣っていたが、この六勢会は、大阪とはほとんど取引の

なかった東京の有力卸売商、鶴宗商店（岩崎宗吉）との取引を実現させ、関東の優秀製品を取り

扱うようになった 19。その後も続々と卸売商・小売商が新規開業し、販売力を高めていった 20。後

述のごとく、こうした大阪の眼鏡業の成長が現在の眼鏡産業の中心地である福井産地の成功に大

きな役割を果たすことになる。  

 

3.福井産地の歴史と現状 

a.鯖江における眼鏡づくりの発生  

 東京・大阪という 2 大眼鏡づくり拠点の登場から大きく遅れて後発として眼鏡産業に参入し、

今や日本を、さらに世界を代表する眼鏡産地 21にまで成長したのが福井産地であり、その中心が

鯖江市である。今では眼鏡と言えば鯖江というほど一般に知られるようになっており、眼鏡づく

りの物語は小説にもなっている 22。ここでは簡単にそのプロセスを振り返っておくことにしよう。 

 鯖江に眼鏡産業を興した立志伝中の人物は、増永五左衛門である。福井県足羽（あすわ）郡麻

生津村生野（しょうの）で農業を営む傍ら、小学校の教員をしていた増永は、27 歳で村会議員に

選出され、村の将来を託される立場になっていた。この地域は、戸数 36 戸、田地 17 町歩の小さ

な村で、冬になると雪に覆われ、稼ぐ手段もなく村人の生活水準も低い貧村であったという 23。  

そこで、村が生き残るためには農閑期にもできる産業を興すことであると考えた増永が、村のた

めに最初に取り組んだのが、当時盛んになりつつあった羽二重の生産であった。しかしこの事業

は、近隣で発生した大火事の影響で失敗してしまった 24。1904 年（明治 37 年）、五左衛門の弟で、

大阪の明晶堂という卸売商を営む橋本清三郎の下で眼鏡を入れる袋を作っていた増永幸八が帰省

し、眼鏡事業への参入を強く勧めた。しかし、五左衛門は羽二重事業の失敗に懲りて、なかなか

その提案に首を縦に振らなかったが、何回にもわたる説得の末ついに参入を決意し、翌 1905 年 6

月橋本清三郎の口利きで大阪から米田与八という眼鏡職人を招聘し、増永末吉（大工職人）・沢田

五郎吉・増永三之助・佐々木八郎の 4 名に真鍮製の眼鏡枠づくりを開始させた 25。眼鏡枠は、レ

ンズをはめる丸い枠・二つの枠をつなぐ部分・耳に掛ける蔓の部分・蔓と枠をつなぐ蝶番・ネジ

など、すべての部品を手作りしなければならず、習得には時間を要するが、およそ半年でそれを

克服した。さらに人気の赤銅製の枠や銀縁枠などの技術を習得するために、新たな指導者を求め

わずか半年後に、東京の有名な眼鏡職人である大岩金之助門下の豊島松太郎を招いて、売れ筋の

眼鏡枠を作るのに必要な様々な技術を磨いていった 26。  

 1906 年には、1 期生 4 人に加えてさらに 9 名の徒弟が参加し、総勢 13 名になっていたが、この

頃から「帳場制」と呼ばれる独特の仕組みが始まった。これは、職人の中から親方を選び、その
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下に徒弟をつけ、親方の指示の下で眼鏡枠を生産し、その出来高に応じて五左衛門が支払うとい

う制度である 27。値の張る道具類や銅や銀などの材料は五左衛門が揃え、羽二重工場の後を利用

した眼鏡工場で、それぞれの班（帳場）が競い合って眼鏡枠づくりに励み、完成品は五左衛門が

販売するというものであった。そして、完成品には「増永眼鏡」という標紙をつけ、そこには親

方の印を押すことにした。これが眼鏡枠のブランド化の先駆けであるといえよう。その後は、次々

に眼鏡枠づくりの技術を開発し続け、また昭和初期には新素材としてのセルロイドを使った眼鏡

枠も生産し始めるなど、鯖江地域を中心とした福井は眼鏡の産地として勢いを増していった。さ

らに、 1916 年（大正 5 年）には福井でレンズの製造も始まった 28。 1924 年（大正 13 年）に福井

眼鏡業組合が設立されたときには、組合員は 50 名、工員 500 名に達していた。増永では、一定の

経験を積んだ徒弟には積極的に独立を承認したが、これが急速な組合員の増加につながっており、

現在でも鯖江における眼鏡事業者の 70％ほどは、何らかの意味で増永系の事業者であると言われ

ている。  

b.日本における眼鏡製造業の現状  

 既述のように、日本では東京・大阪が先陣を切って眼鏡産業に参入し、やがて福井が後発なが

ら積極的に追い上げて行ったというのがその歴史的発展過程であった。第二次世界大戦によって  

各地の眼鏡産業は出直すことになるが、戦後いち早く再興し、1990 年頃まで拡大の一途をたどる

ことになった。  

 図 3 は、過去 36 年間の眼鏡製造業全体の出荷額の推移を示したものである。この出荷額には、 

レンズ・枠・各種部品・眼鏡賃加工など眼鏡製造に関連するすべてが含まれている。ここから明

らかなことは、 1992 年の 2443 億円をピークにして出荷額はほぼ一貫して低下傾向にあり、直近

2014 年には 1073 億円と、ピーク時の 44％にまで落ち込んでいることである。図 4 は、図 3 と同

期間における従業者数と事業者数の推移を示したものである。従業者数は 1991 年をピークとして

出荷額と同じくほぼ一貫して低下を続けて

いるし、事業所数はこの間大幅に減少して

いる。これらのことから、眼鏡製造業は

1900 年代に入って急速に構造転換期に突

入したことがわかる。しかも、現在でもこ

の流れに歯止めをかけることができず、日

本の眼鏡製造業は深刻な課題を抱え続けて

いる。  

（図 3）日本の眼鏡製造業の出荷額の推移  

（ 出 所 ：『 工 業 統 計 表  平 成 25 年 』 産 業 編 （ 従 業 員 4 人 以 上 ）  
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（図 4）日本の眼鏡製造業の事業所数・従業者数の推移  

（ 出 所 ：『 工 業 統 計 表  平 成 25 年 』 産 業 編 （ 従 業 員 4 人 以 上 ）  

 

次に表 2・表 3 は、眼鏡・眼鏡枠・眼鏡レンズという 3 つの眼鏡製品それぞれの、出荷額・事

業所数の推移を、眼鏡生産拠点ごとに示している。  

（表 2）道府県別眼鏡・眼鏡枠・眼鏡レンズ出荷額の推移  

 

（ 出 所 ：『 工 業 統 計 表  平 成 25 年 』 品 目 編 （ 従 業 員 4 人 以 上 ））  

 

（表 3）道府県別眼鏡・眼鏡枠・眼鏡レンズ事業所数  

 

（ 出 所 ：『 工 業 統 計 表  平 成 25 年 』 品 目 編 （ 従 業 員 4 人 以 上 ））  
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出 荷額 で み る と、 日 本 全 体（ =全 国 ）で は ど の 眼鏡 製 品 も すべ て 、 図 3・図 4 で 確認 し た 通 り 、

1993 年にピークを迎えその後は減少を続けていることが読み取れる。やはり 1990 年代に入って

以降の構造変動が顕著であることがわかる。事業所ベースでは、それよりも早く 1973 年以降減少

している。一方、東京・大阪・福井の 2 拠点の動きをみて特徴的なことは、どの眼鏡製品につい

ても、ピーク時期に若干の差異はあるものの、2000 年以降急速に出荷額を減少させていることで

ある。とりわけ、東京ではすべての眼鏡製品で落ち込みが激しい。事業所ベースでみても、ほぼ

同様の傾向がある。さらに東京・大阪と比較して、後発者である福井が今や圧倒的に日本の眼鏡

製造業の中心地となっていることがわかる 29。  

そこで、次に日本の眼鏡製造業の圧倒的中心地である福井に焦点を絞って、さらに検討を続け

よう。  

表 4 は、全国との比較における福井県の地位、および福井県における鯖江市の地位を直近のデ

ータを用いて比較したものである。  

（表 4）福井県・鯖江市の眼鏡製造業（枠を含む）の構造  

 

(注 1） 全 国 及 び 福 井 県 の 各 値 は 、『 工 業 統 計 調 査 』 の 産 業 細 分 類 「 眼 鏡 製 造 業 （ 枠 を 含 む ）」 に  

    お け る 従 業 者 4 人 以 上 の 事 業 所 を 対 象 と し て い る     

(注 2） 鯖 江 市 の 各 値 は 従 業 者 4 人 以 上 の 事 業 所 を 対 象 に 、「 眼 鏡 製 造 業 （ 枠 を 含 む 」 に 加 え て  

  シ ル ク 印 刷 、 七 宝 製 品 、 電 気 メ ッ キ 、 塗 装 、 彫 刻 、 小 ネ ジ 、 ボ ル ト ナ ッ ト 、 眼 鏡 機 械 製  

  造 業 、 金 型 製 造 業 を 眼 鏡 関 連 業 種 と し て と ら え て 、 こ れ ら の 値 を 独 自 に 集 計 し た も の で       

  あ る 。 従 っ て 、 全 国 及 び 福 井 県 の 値 よ り 若 干 高 め に 出 て い る こ と に 配 慮 す る 必 要 が あ る  

（ 出 所 ：『 工 業 統 計 調 査 （ 各 年 版 ）』、『 福 井 県 工 業 統 計 調 査 （ 各 年 版 ）』 お よ び 鯖 江 市 提 供 に よ る   

    「 商 工 業 の 概 要 デ ー タ ま と め グ ラ フ 」 資 料 を 基 に 作 成 ）     

          

これによると、福井県は事業所数で全国の 80％弱を占め、従業者数で同じく 50 数 %を、出荷額

でもほぼ同様の地位を占めている。さらに福井県内における鯖江市の地位は事業所・従業者・出

荷額すべての点でほぼ 90％を占めており、出荷額では 96％を超えている。そこで最後に、鯖江市

の眼鏡製造業の推移を確認しておこう。  

図 5・図 6 からわかるように、 1990 年代に入った直後をピークとして、出荷額・従業員数・事

業所数がすべて急速に減少していることがわかる。繰り返しになるが、日本では直近 20 年近くに

わたって眼鏡製造業は縮小し続けているのである。  
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（図 5）鯖江市眼鏡製造業の出荷額推移（関連業種を含む全事業所対象）  

（ 注 ） 2 0 1 2 年 以 降 は 、 4 人 以 上 の 事 業 所 対 象  

（ 出 所 ： 鯖 江 市 提 供 に よ る 『 商 工 業 の 概 要 デ ー タ 』 資 料 を 基 に 作 成 ）  
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（図 6）鯖江市眼鏡製造業の事業所・従業員数の推移（関連業種を含む全事業所対象）  

（ 出 所 ： 鯖 江 市 提 供 に よ る 『 商 工 業 の 概 要 デ ー タ 』 資 料 を 基 に 作 成 ）  

  

Ⅲ.眼鏡産業における変化の諸側面 

1.  製造における変化 

a.眼鏡製造工程とその特質・変化  

 眼鏡は一見単純そうな商品に見えるが、実は相当複雑で多種多様な部品から組み立てられてお

り、メタルフレームの場合には、製造工程は 120～ 200、プラスチック・フレームでは 100～ 120

に及ぶと言われている 30。メタルフレームの場合の一般的な製造工程は以下のごとくである。表 5

からわかるように、全体が 3 つの工程・12 段階から成り立っている。これら各段階では機械の導

入が進んでおり、以前と比べるとスピード化が図られているとはいえ、一方で熟練工の手作業に

依存している部分も多く残っている。またこれら工程を一貫して行うフレームメーカーは、ほと
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んど存在せず、細かく下請けに出されている。一貫生産を名乗るメーカーでさえ、全作業を内製

化していることはほとんどない。これが日本の眼鏡製造の特徴である。すなわち、産業集積内で

の分業が徹底しており、外注下請による協働生産体制によって、眼鏡づくりは維持されているの

である。また当然のごとく、他の産業集積と同様に、各下請け業者は中小零細である。  

(表 5)眼鏡フレーム製造工程  

 

(出 所 ： 加 藤 （ 2009）、 pp.27-29 お よ び 鈴 木 （ 2000）、 p.39 よ り 作 成 ) 

 

 このような、眼鏡づくりにおける分業体制は、すでに述べた眼鏡産業の揺籃期から見られたも

のであり、その後も一貫して日本の眼鏡産業の特徴であり続けている 31。しかし、構造的に見れ

ば、この特徴は最近崩れ始めている。表 6 は、鯖江市における眼鏡製造関連企業の製造部品別の

事業所数・従業者数・出荷額の 2000 年以降の変化を示している。  

 

（表 6）鯖江市眼鏡関係製造品別構造変化  

 

(注 ）  調 査 対 象 は 全 事 業 所 /変 化 指 数 は 2000 年 を 100 と し た 時 の 2013 年 の 値 ）  

（ 出 所：鯖 江 市『 商 工 業・労 働・観 光・交 通 の 概 要（ 平 成 28 年 度 版 ）』・中 村（ 2004）、ｐ 312 を 基 に 作 成 ）  

 

表からわかる特徴的なことは、2000 年と比較すると 2013 年には、（１）出荷額では塗装・七宝

加工、眼鏡機械等製造業、組み立て加工を除く他の工程すべてにおいて、大幅に減少している、
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（２）フレーム完成品では鯖江の得意分野である金属フレームが事業者数・従業者数・出荷額す

べてで減少している、（３）部品製造業の落ち込みが顕著である、（４）製造業全体 で も 事 業 所 数 ・

従業者数は 30～ 35％落ち込み、出荷額は約 43％も落ち込んでいる。長年にわたる産地集積におけ

る分業構造の維持が困難になりつつあると言えるだろう。  

b.眼鏡製造における技術革新  

 眼鏡は、大きく 2 つの部品  ―レンズとフレーム―  から成り立っている。しかしレンズとフレ

ームは、全く異なったプロセスで進化してきている。  

 まずレンズについて、眼鏡づくりが始まって以降、長年にわたってレンズはガラス製が中心で

あった。戦後から高度経済成長前期（ 1965 年頃）までは、ドイツ・アメリカ・フランスの外資系

企業との競争が激しかったが、やがてレンズ素材がプラスチックに代わるころから、日本企業が

レンズ生産の主導権を握るようになった。セイコー・ニコン・ HOYA・旭光学などがカメラで培っ

た技術を活かして眼鏡レンズ事業に参入し、ガラスレンズが持つ重さ・割れやすさといった欠点

を解消すべく 1972 年にセイコーがプラスチックレンズを開発したことをきっかけにして、レンズ

の主流はガラスからプラスチックへと移行した。その後のレンズの進化は、 2 つの方向に向かっ

た。一つはレンズ設計のイノベーション追及であり、今一つはレンズの表面加工技術の追求であ

る。前者は、バリラックスという名称で有名になった多焦点レンズ、言い換えると遠近両用累進

レンズの開発である。近視や遠視は単焦点レンズによって視力矯正可能だが、老眼の場合には焦

点を複数持つ多焦点レンズが必要となる。このレンズでは各メーカーが独自の設計を競っており、

メーカー間でレンズ性能に差異が見られる 32。後者は、レンズのコーディング技術の革新である。

レンズの表面に加工を施すことによって、多様な機能を持つレンズが生まれる。それはたとえば、

割れにくい（衝撃吸収）レンズであり、反射防止コーティングを施したレンズであり、UV カット

さらにはブルーライトカットであったりする。ただし、両者の方向でのレンズ革新の動きは、今

ではほぼ頭打ちになっており、当面これ以上の革新は発生しにくい状況である。  

 次にフレームについて検討しよう。眼鏡枠（フレーム）は既にみたように、当初は真鍮製から

始まり、やがて加工の容易さや流行とともに赤銅・金・銀へとその素材が変化していった。素材

の変化は、製造技術の変化を伴うのであり、その都度新たな技術の習得が必要であった。次に主

流となったのは、プラスチック製であった。プラスチック製の中でもセルロイドを使ったフレー

ムが金属製フレームに続いて中心となった。セルロイド製のフレームは丈夫で、多様な色や模様

を付けることができるという特徴があり、製法としては一枚のセルロイド板を眼鏡の形に切り抜

いて作られるため、金属枠とは異なった技能が求められた。ただ、プラスチック製フレームは戦

後から 1980 年頃までドイツ製品のコピー製品を製造してきたと言われている 33。  

 その後もさらにフレームは進化していくが、進化のカギは新素材の探求とそれにともなう新技

術の開発であった。日本のフレームを世界に認知させることになった画期的な商品は、チタンフ
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レームであった。素材としてのチタンは、軽量で耐久性が高く、錆びにくく、皮膚かぶれを起こ

しにくく申し分なかったが、眼鏡フレームを作るには解決しなければならない難問があった。そ

れは長年にわかって培ってきたロー付け技術がチタンには転用できなかったことであり、さらに

研磨技術やメッキ方法についても、新たな技術が必要となった。こうした諸問題を乗り越えて、  

1981 年 1 月小売価格 48000 円で世界初の純チタン眼鏡フレームが発売された 34。このチタンフレ

ームの登場が世界の「 SABAE」としての名声を確立させることになった 35。その後も新素材探求は

続いている。現在、素材を元に眼鏡フレームを分類すると大きく 3 つになる。第１は、メタルフ

レームである。チタンはここに属するが、その後チタン合金であるβチタン・NT 合金などが開発

されている。第 2 はプラスチックフレームである。セルロイドはここに属するが、今ではよりカ

ラフルで加工しやすく、かつ多品種少量生産に向くアセテート製が圧倒的に主流になっている。

第 3 は、超弾性樹脂である。ウルテムやポリアミドといった素材で超軽量・超弾性・高い安全性

をもつやさしいフレームを作ることができる。このような素材開発の追求とデザイン性を軸とし

て、今も眼鏡フレームは刻々と進化を続けている。  

c.眼鏡輸出入構造の変化  

 眼鏡は早い時期から海外に輸出されていた。福井では明治 40 年ごろには増永工場から大阪の問

屋を通してロシアに雑貨品として眼鏡を輸出していた 36。大正時代には、南米・北米・欧州・ア

ジア諸国へも輸出されていた 37。第二次世界大戦後もいち早く輸出が再開され、北米・インド・

アフリカ・香港・ベトナム・東アジアへと拡大していった 38。このような輸出が、産地の眼鏡出

荷額のどれほどの割合を占めていたかは不明だが、眼鏡製造業の成長に海外市場は大きな意味を

持っていたことは疑いない。  図 7 は、日本の眼鏡の輸出入額の推移を示したものである。  

図から 1999 年以降の推移をみると、一

つのエポックメイキングな特徴に気づ

く。すなわち、2004 年を境にして、日

本の眼鏡製品は出超から入超へと転換

し、それ以降現在までその輸出入差は

拡大の一途をたどっている 39。既に図

３で、日本の眼鏡製造品の出荷額が  

                   (図 7) 眼鏡製品の総輸出入額の推移  

(注 )眼 鏡 製 品 と は 、 ガ ラ ス 製 の 眼 鏡 用 レ ン ズ ・ そ の 他 の 材 料 製 の  

眼 鏡 用 レ ン ズ ・ プ ラ ス チ ッ ク 製 眼 鏡 フ レ ー ム ・ プ ラ ス チ ッ ク

製 以 外 の フ レ ー ム ・ サ ン グ ラ ス を 合 計 し た も の で あ る  

(出 所 ： 財 務 省 『 普 通 貿 易 統 計 （ 統 計 品 別 表 ） 各 年 版 』 ) 
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1992 年をピークとして減少し続けていることを指摘したが、この現象には図７が示すような総輸

出額の減少や 2004 年以降の輸出入逆転が大きく影響していることが伺える。そこで、総輸出入の

推移をもう少し深く確認してみよう。   

 図８は、日本の眼鏡輸出の最大の相手国であるアメリカが総輸出額に占める比率の推移を示し

ている。2000 年代に入って以降、アメ

リカへの輸出が全体に占める割合はほ

ぼ 40 数％で変化していない。つまり、

輸出に関してアメリカの地位は横バイ

なのである。  

これに対して図９は、眼鏡の最大の

輸入相手国である中国からの輸入が  

（図 8）眼鏡製品総輸出に占めるアメリカへの輸出比率  

（ 出 所 ： 財 務 省 『 普 通 貿 易 統 計 （ 品 別 国 別 表 ） 各 年 版 』）  

全体に占める割合の推移を示してい

る。図からわかることは、中国から

の輸入が占める割合が継続的に増加

する傾向を見せており、直近 15 年間

で約 30％から 40％へと 10 ポイント

増加しているのである。日本に輸入

される眼鏡は、これまでは機能性に

優れたドイツ製やファッション性に  

（図 9）眼鏡製品総輸入に占める中国からの輸入比率  

（ 出 所 ： 図 8 と 同 じ ）  

優れたフランス製、さらに最近はブランド力のあるイタリア製が中心であったが、いまや中国か

らの眼鏡輸入が急速に伸びていることがわかる。  

日本の対アメリカ輸出・対中国輸入動向を、眼鏡製品別に検討してみたのが、図 10 および図

11 である。図 10 から、眼鏡製品のうちメタル製等眼鏡フレームについては、 2000 年代に入って

から総輸出額は激減し続けており、1999 年には約 300 億円であった輸出額が、2016 年にはわずか

100 億円弱にまで落ち込んでいる。これに呼応して、アメリカへの同製品の輸出額もほぼ同じよ

うに激減中であり、 1999 年にはアメリカが総輸出額に占める割合は約 50％であったが、今では

20%程度になっている。アメリカ市場におけるメタル製等眼鏡フレームの需要の推移についてはデ

ータがないが、その需要に大きな変化がないと仮定すれば、日本以外の国からの対米輸出が日本

からの輸出を奪っていることが想像できる。  
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（図 10）総輸出額および対アメリカ輸出額の推移   

－ メ タ ル 製 等 眼 鏡 フ レ ー ム －  

（ 出 所 ： 図 8 と 同 じ ）  
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（図 11）総輸入額および対中輸入額の推移   

－メタル製等眼鏡フレーム－  

（ 出 所 ： 図 8 と 同 じ ）  

 

図 11 は、メタル製等眼鏡フレームの総輸入額と中国からの輸入額、および中国シェアの推移を

示したものである。ここから、2007 年までは中国からの輸入が増加していたが、その後は一転し

て中国からの輸入が減少し続けていることがわかる。メタル製等眼鏡フレーム輸入では中国シェ

アが極めて高いこと、図 11 から読み取れることを勘案すると、中国がメタル製等眼鏡フレームの

輸出先を日本からアメリカへシフトさせつつあるのかもしれない。  

次に、図 12 は、プラスチック製眼鏡フレームについて、図 10 と同様の推移を示したものであ

る。明らかに、プラスチック製眼鏡フレームの輸出は急増中であり、 2016 年には 1999 年の 4 倍
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に達している。その中でアメリカへの輸出も増加しているが、総輸出に占めるアメリカの比率は、

この間 75.1％から 42.7％へ減少している。日本はプラスチック製眼鏡フレームの輸出先を拡大し

ていることが伺われる。  

最後に図 13 は、プラスチック製眼鏡フレームの総輸入額とそれに占める中国のシェアの推移を

示したものである。プラスチック製眼鏡フレームの総輸入額は 2000 年代に入って急増しており、

同時に中国からの輸入額も急増している。図 11・12 の結果をも考え合わせると、日本においても

アメリカにおいても眼鏡フレームの需要が、メタル製からプラスチック製にシフトする傾向があ

ることがわかる。  
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（図 12）総輸出額および対アメリカ輸出額の推移  －プラスチック製眼鏡フレーム－  

（ 出 所 ： 図 8 と 同 じ ）  
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（図 13）総輸入額および対中輸入額の推移  －プラスチック製眼鏡フレーム－  

（ 出 所 ： 図 8 と 同 じ ）  

 

2.  小売における変化 

いま眼鏡小売業は、未曽有の激震に揺れている。これまで眼鏡販売の中心的存在であった伝統
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的眼鏡独立店の淘汰が激しい。まずこの点を商業統計表で確認してみよう。  

商業統計表の産業細分類では、眼鏡小売業はそれ単独では分類されておらず、「時計・眼鏡・

光学機械小売業」として分類されている。言うまでもなく、商業統計表は、店舗基準で集計され

ているため、図 14 は伝統的眼鏡独立店のみを対象としているのではないが、眼鏡小売業のおよそ

の動向は読み取ることができる。これによると、事業所数は 1979 年の 25513 店から 2014 年には

16715 店へと 8798 店、34％減少して

いる。また販売額・従業者数はとも

に、2000 年前後から急速に落ち込み

始めていることがわかる。  

図 15・16 は眼鏡光学出版 (株 )が毎

年出版しているデータベースから算

出された眼鏡小売業の直近の動向を

示している。この図から、  

（図 14）時計・眼鏡・光学機械小売業の推移  

（ 出 所 ：『 商 業 統 計 表 』 各 年 版 ）  

2007 年 以 降 店 舗 数 が 急 激 に 落 ち 込

んでおり、この 10 年間で 33 52 店、

約 20％減少している。一方、眼鏡購

買人口はこの間ほぼ横バイであり、

売上高はここ 5 年間は盛り返してい

る。図 14 と図 16 とでは、販売額の

動向について相違があるが、店舗数

の動きについては共に減少が著しい

ことを示している。  

  

（図 15）眼鏡小売業の店舗数推移  

（ 注 ） 眼 鏡 光 学 出 版 (株 )が  NTT タ ウ ン ペ ー ジ か ら  

割 り 出 し た 数 値 で あ る  

（ 出 所 ：『 眼 鏡 DB 2016』 図 表 2-1-6 を 修 正 ）  

 

最近の眼鏡小売業の変化を象徴的に示しているのが図 1 7 である。これは、消費者が眼鏡一式（レ

ンズとフレームの両方）を購入した際の、平均購入価格の推移である。一見して明らかなように、

眼鏡単価は減少傾向にあり、2 006 年の 276 66 円から 2 01 5 年には 2 2 951 円へと 4715 円、約 17％下
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がっている。眼鏡購入者数が人口の一定割合存在すると仮定すると、眼鏡単価の下落は、眼鏡販

売額の低下に直結する。現実には今

後人口は減少傾向になるゆえに、他

の条件一定とすれば、販売額の低下

に拍車がかかると予想される。  

 さて次に、眼鏡小売市場における

競争状況に目を転じてみよう。すで

に述べたように、従来消費者は眼鏡

を購入するときには、店舗の選択余  

(図 16) 日本の眼鏡市場の推移  

（ 出 所 ：『 眼 鏡 DB 2016』 図 表 2-1-1 を 元 に 作 成 ）  
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(図 17)眼鏡一式平均単価 (円 ) 

(出 所 ： 図 16 と 同 じ ) 

地はほとんどなく、伝統的眼鏡独立店  （いわゆる街の眼鏡屋さん）に行くしかなかった。この

状況を最初に変えたのは、専門チェーン店であった。19 7 0 年代にはいると、規模の利益を発揮し

て低価格を訴求しながら多店舗展開する企業が、次々と眼鏡小売市場に参入した。たとえば、愛

眼・メガネの三城・シミズメガネ・ビジョンメガネなどがその代表であった。店舗規模は伝統的

眼鏡独立店とさほど変わらないが、迅速かつ標準化されたサービスや独自ブランド開発を武器に

成長した。もちろん従来型の眼鏡独立店との競争は激しくなったが、しかし独立店がそれによっ

て大きく苦境に立たされることはなかった。  

 ところが、眼鏡小売市場に新業態が登場して以来、競争は激化し、その結果店舗数の減少が発

生した。この新業態を展開する代表的企業は、メガネトップ（眼鏡市場・ ALOOK を展開）・ Zoff・ 

ジェイアイエヌ（ JINS を展開）・オンデーズ（ OWNDAYS を展開）などである。これらの企業は、低

価格均一ショップあるいはワンプライスショップ（税込み 18900 円均一）・スリープライスショッ
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プ（ 5000 円 -7000 円 -9000 円）と呼ばれている。それまで眼鏡は、レンズとフレームが別々に価

格設定されており、好みのレンズとフレームをそれぞれ選択し、両者の合計が購買価格であった。

これに対し新業態は、レンズとフレームをセットにして一式価格を提示した。しかもそのセット

価格で、取り揃えられたレンズの中からどれでも選択することが可能であり、フレームも店内に

品揃えされているすべてのブランドから自由に選択することができるという斬新な販売方法を実

現した。この革新的な販売方法がなぜ可能となったのかについては、別稿にゆだねることにする

が、この新業態は眼鏡小売市場における競争関係を一変させることになった。  

 そこで眼鏡小売業界の上場 5 社の業績推移から新業態の動向を確認しておこう。  

図 18～ 20 は、新業態を展開するメガネトップ・ジェイアイエヌと専門店チェーンの三城・三愛・

メガネスーパーの売上高・店舗数・経

常利益の推移を示したものである。メ

ガネトップは 1980 年設立、ジェイアイ

エヌは 1988 年設立の眼鏡市場への後

発企業であるが、参入後は急速に成長

を続けてきている。図 18 からわかるよ

うに、 5 社のうち新業態 2 社だけが売

上高を伸ばしており、しかも急成長し  

(図 18) 上場 5 社の売上高推移  

（ 出 所：『 眼 鏡 DB 2016』・『 同  2015』図 表 2-1-9 を 元 に 作 成 ）  

ている 40。また図 19・図 20 から、店舗数・経常利益の面でも、新業態両社が  

成長していることは明らかである。  

 これに対して、新業態の登場以降、

激しい競争にさらされている旧・新業

態の専門店チェーン三城・愛眼・メガ

ネスーパーは、このところ苦戦中であ

る。眼鏡業界の最大手である三城は

200 5 年には約 6 8 9 億円売り上げていた  

(

                       （図 19) 上場 5 社の店舗数推移  

（ 出 所 ：『 眼 鏡 DB 2016』・『 同  2015』 図 表 2-1-9 を 元 に 作 成  

 

が、 2 016 年には 537 億円へと 1 51 億円・ 22％も大幅に減少させている。店舗数で見ると、この間

に 2 19 店舗・ 2 1％の減少である。さらに経常利益の落ち込みは激しく、 20 10 年と 2 012 年には経
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常赤字を記録し、 201 6 年の経常利益は 2005 年のわずか 1 .8％に留まっている。  

 愛眼については、2 00 5 年以降ほぼ一

貫して売上高・店舗数がともに減少し

ている。また経常利益は 20 09 年から継

続的に赤字を記録している。メガネス

ーパーはさらに愛眼よりも業績が悪化

しており、経常利益は 2008 年から経常

赤字が続き、20 12 年から投資ファンド

の傘下で経営再建中である。  

 (図 20) 上場 5 社の経常利益推移  

（ 出 所 ：『 眼 鏡 DB 2016』・『 同  2015』 図 表 2-1-9 を 元 に 作 成  

 

このように、眼鏡小売市場においては、リーダーの地位が伝統的独立小売店から専門チェーン

へ、さらに最近では新業態である低価格均一ショップへと移行しており、旧リーダーたちはまさ

に存亡をかけた競争に直面しているのである。  

 

3.  消費における変化 

眼鏡は、そもそも視力を矯正するための器具である。仮に近視でもなく、年をとっても老眼に

ならないのであれば、基本的には眼鏡は不必要である 41。しかし現実には、多くの人が眼鏡を使

用せざるを得ない状況に迫られる。眼鏡は長らくこうした事情から消費されてきた。それゆえに、

眼鏡、正確には視力矯正の機能を発揮するレンズは、現在では「一般医療機器（クラスⅠ） 42」

に分類され、薬事法によってその取扱いを規制されている。   

表 7 は眼鏡光学出版㈱が実施した「消費者 1 万人アンケート」の結果である。“メガネに対する

考えとしてもっともあてはまるものは何か“という問いに対する回答で、圧倒的に多かったのは、

“視力矯正のために仕方なく使っている

“という回答であった。”見え心地の良い

レンズを使いたい“という回答と合わせ

る と 、 62 . 6％ が レ ン ズ の 視 力 矯 正 機 能 に

期待して購入していることがわかる。      

                        （表 7）  眼鏡に対する考え方  

（ 出 所 ： 『 眼 鏡 DB 2016』 、 図 表 4-2-1）  

ところが、視力矯正のための眼鏡購入の場合、レンズが適正であるかどうかは必要条件ではあ

るが、十分ではない。レンズが期待通りの機能を発揮するためには、加えて、フレームがきちん
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自分の予算にあったものを買いたい 6.5% 7.4% 5.6%

少しでも安いものを買いたい 3.5% 3.9% 3.0%

見え心地の良いレンズを選びたい 11.4% 10.8% 12.0%

掛け心地の良いフレームを選びたい 7.2% 5.6% 9.0%

自分に似合うデザインのフレームを選びたい 11.9% 8.1% 15.8%

特にこだわらない 4.6% 6.3% 2.9%
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と顔の正しい位置に装着されているのか、痛みを伴っていないか、目が疲れないかなどの微修正

（ =フィッティング）が行われなければならない。視力の測定はあくまで片眼ごとの矯正視力の導

出であって、フレームにはめられ両眼で見る時に測定結果がベストの視力をもたらすかは保証の

限りではない。このように眼鏡が医療機器として完成品化するには、店舗での店員によるフィッ

テ ィ ン グ 技 術 が 重 要 に な る 。 そ こ で 、 消 費 者 が 眼 鏡 を 買 う 場 合 の 店 舗 選 択 理 由 を 質 問 し た 図 21

をみると、“店主や店員の技術力”を選択基準にした回答は、 10.4％で第 6 位に過ぎないことが  

わかる。視力矯正のために眼鏡を装用しているにもかかわらず、それを実現するための店舗の技

術力をあまり重視していないという

矛盾がここから読み取れる。    

これに対して、表 7 には”自分に

似合うデザインのフレームを選びた

い“という回答が、わずかではある

が、 11 .9%見られる。この回答は、

眼鏡を視力と関わりなくファッショ

ン用品として評価していることを  

（図 21）眼鏡購入店を選択した理由  

（ 出 所 ： 『 眼 鏡 DB 2016』 、 図 表 7-3-1 を 修 正 ）  

 

示唆するものである。実はかなり以前から、眼鏡をファッションととらえる傾向が生まれたと言

われている。1955 年頃までの眼鏡は、画一的なデザインばかりであった。しかし、高度経済成長

期に入ることから、大胆な形や色調のフレームが登場するようになり 43、 1970 年代末から 1980

年代には国内ファッションが DC ブランドブームに沸くと同時に、 DC ブランドの眼鏡が流行する

ようになった。また欧州の有名ファッションブランドが、眼鏡フレームにブランド拡張したこと

もあって、眼鏡は急速にファッション商品化していったのである。このように眼鏡をファッショ

ン用品としてとらえた結果が図 21 に表れている。すなわち、店舗選択理由の上位に”品揃え“”

店の雰囲気“が挙げられている。まさにこの回答は、あたかもブティックで服を買うがごとく、

眼鏡が購入されていることを示すものと考えることができる。  

 一方、もう一つの顕著な変化は、価格重視の傾向である。図 21 において、“ 価格”が店舗選択

の理由の第１位に挙げられていることは、まさに低価格志向が顕著になっていることを示してい

る。さらに図 22 は、１世帯当たりの品目別支出金額を 2000 年の値を 100 として指数化したもの

である。これによると、消費全体で 20 15 年には 10％減少し、他の多くの品目でも同様の傾向が

見られるが、中でも眼鏡は約 4 0％も支出が減少していることがわかる。眼鏡を必要とする消費者

の購入頻度が一定であると仮定すれば、明らかに購入される眼鏡の価格が低下しているものと考

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

店の雰囲気

価格

品揃え

店主や店員の信頼性

店主や店員の技術力

店のPOPやポスターなど

店のホームページ
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ダイレクトメール

チラシ
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インターネットの口コミサイトなど

FacebookやtwitterなどのSNS

スマートフォン・携帯のウェブサイト

メーカーのホームページ

メーカーのリーフレットなど

新聞・雑誌等マスメディアの広告

新聞・雑誌等マスメディアの記事

テレビコマーシャル・番組

行きつけの店だから

その他
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えられる。これは既に図 17 で示した眼鏡一

式平均単価の低下の事実と一致している。

消費者は眼鏡に対する価格意識を大きく変

化させているのである。                           

 

 

 

 

（図 22） 1 世帯当たり年間の品目別支出金額の変化  

（出所；『家計調査年報（各年版）』  

 

Ⅳ.まとめと今後の課題 

 本稿は、眼鏡流通システムの近年の動態を明らかにし、それを規定する要因の抽出と規定関係

を解明するための序論的考察として、（１）舶来品として持ち込まれた眼鏡がその後どのように

して日本に根付いていったのか、（２）日本における眼鏡生産はどのように発展し、今どのよう

な状態にあるのか、（３）眼鏡産業では今どのような変化が発生しているのか、について全体像

を概観した。  

 研究はまだ端緒的段階にあり、今後検討しなければならない課題は多いが、さしあたり喫緊の

課題は以下の 3 点である。                   

1.レンズ・フレーム生産と眼鏡小売との矛盾の検討  眼鏡はレンズとフレームという 2 つの部

品から構成されている。ところがこの両者の生産論理は異なっている。レンズはいまや規模の経

済の追求によってグローバルに大量生産されている。レンズ生産は、エシロール（フランス）・

HOYA・カールツァイス（ドイツ）・ローデンストック（ドイツ）などによって寡占的に生産され

ており、累進多焦点レンズ（境目のないレンズ）を除くと、レンズの品質・機能にはメーカー間

でほとんど差異がない状態になっており、さらに生産のグローバル化によってメーカーは世界各

地で生産し、しかも生産地間での品質・機能の差異もほとんど見られない。そのため、レンズは

ほとんどブランドによる差別化がない商品となっている。これに対して、フレームはもともと品

質・機能に応じて生産地が類型化されていたが、最近では生産地間での品質・機能差異が希薄化

しつつある。ところが、世界三大生産国（イタリア・中国・日本）間で生産システムは異なって

いる。簡単に言えば、イタリアでは生産から販売まですべての過程を内製化した一貫システムで

生産されており、しかも戦略的に有名ブランドを駆使している。日本は既に述べたとおりである

が、分業体制で有名ブランドの OEM 生産が多く、世界的に有名なブランドはほとんど存在しない。

中国は大規模企業が一貫生産を行っているが OEM 生産が中心で、ブランド力は脆弱である。この
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ように、レンズとフレームは、全く異なる論理でグローバルに生産されている。はたして、眼鏡

生産のグローバル競争で勝ち残るのは、どの国が採用する、どの戦略類型なのであろうか。  

 一方小売に目を転じると、大手イタリア製造企業は買収によって眼鏡小売チェーンを世界中で

展開しているが、日本の小売チェーンはまだ海外展開を試行中である。そもそも眼鏡は顔の骨格

によって形が異なり、しかも消費者一人一人への個別対応の必要性から標準化戦略を採用しにく

い商品である。はたして、標準化戦略が困難な眼鏡小売企業は、異なる論理で生産されたグロー

バル商品であるレンズとフレームをどのように組み合わせながら、グローバル展開を実現させる

ことが可能になるであろうか。  

2.眼鏡の商品特性が眼鏡流通システムに与える影響の検討  眼鏡という商品は、それ自体他の

商品と比較して差別的な特性を持っている。それはたとえば、（１）医療機器として薬事法の規

制を受ける、（２）レンズとフレームという 2 つの基幹部品から構成される、（３）部品として

のレンズとフレームは全く別の論理で全く相互関連性なく生産されるが、両者は小売段階で初め

て出会い、眼鏡はそこで完成品化する、（４）とりわけ新業態登場以降、レンズ価格およびフレ

ーム価格を消費者は認知できない、（５）レンズの機能を消費者は的確に評価できない、（６）

フレームにはすべてブランド付与されているが、一部有名ブランドを除いてほとんどの眼鏡ブラ

ンドを消費者は識別できない、などである。これほど特異な商品は他に存在しないように思われ

る。実は、この眼鏡が持つ特異性が従来の眼鏡流通システムを安定的に維持してきたのであり、

現在のシステム変動はこの特異性を打ち破る企業行動によって引き起こされていると考えられる。

どのようなメカニズムで、商品特異性をどのように解消することによって眼鏡流通システムを変

動させているのであろうか。  

 3.眼鏡流通システム変動における卸売業者の役割  旧来の眼鏡流通システムにおいて卸売業者

は重要な機能を担ってきた。産地問屋・消費地問屋が教科書通りの役割を果たすことによって眼

鏡流通システムは成り立っていた。しかし、いつの間にか卸売業者はその機能を手放し、存続が

危ぶまれる事態に陥っている。生き残っている卸売業者は、純粋の卸売機能を果たすだけでは生

き残れないのである、そして眼鏡流通システムにおいて、今や卸売業者と眼鏡製造業者との境界

は極めて曖昧である。言うまでもなく、卸売業者の存在はすべての流通システムにおいて危ぶま

れているが、眼鏡においては他の分野とはことなるメカニズムで淘汰の危機に瀕しているように

思われる。本稿ではこの点に全く触れることができなかったが、この分析視点こそが眼鏡流通シ

ステムの変動を解明する鍵になる可能性がある。はたして、卸売業者は眼鏡流通システム変動と

どのように関係しているのだろうか。  

 酒類流通においても、家電流通においても、食品流通においても、その流通システムはイノベ

ーターの登場によって大きく変動した。眼鏡流通においても、新業態の登場がシステム変動をも

たらしたであろうという点では、他の分野と同様である。しかし、こと眼鏡に関して、問題はそ
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れほど単純ではないように思われる。生産面での変化や眼鏡の商品特性などの要因が複雑に連動

する結果としてシステム変動が発生しているのではないだろうか。本稿が示唆するこの観点から、

さらに一層研究を進めなければならない。  

 （ 本 研 究 は 、 JSPS 科 研 費 （ 課 題 番 号 15K03755） の 研 究 成 果 の 一 部 で あ る ）  
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№ 著　者 タ　イ　ト　ル 発行年月

山下　貴子

中村　　 隆

横山　斉理

柳　　 到亨

山下　貴子

中村　　 隆

髙橋　広行

岡山　武史

山下　貴子

中村　　 隆

2014年3月

島田　奈美20 減損手続きにおける資産のグルーピングについての考察 2014年3月

19 リーマン・ショック後の米国家計金融資産選択行動 2014年3月

18

17 孫　　美灵 内部統制制度の導入効果に関する一考察 2013年3月

白　　貞壬
How Do We See the Success of a Foreign Retailer in a Mature Retail Market?
：Interaction between Costco and Japanese Consumers

Why does Lotte Shopping of Korea go global?
：Birth of hybrid retailer and its business development for global retailer

2013年1月崔　　相鐵

14 孫　　美灵 企業側の視点からみた内部統制制度の導入 2012年5月

本間　利通 内部通報制度の導入状況 2010年5月

15 2012年6月リテール・ブランド構築モデルの検討

13 髙橋　広行 外資系企業の現地適応に関する一考察　－ＬＵＳＨ（ラッシュ）の事例を通じて－ 2012年3月

Historical Analysis on the First Japanese Home Furnishing Chain Store of Nitori 2010年3月

8 白　　貞壬

2008年5月

5 東アジアの商業における事業継承の実態に関する比較調査 2008年11月

2008年9月4 東　　利一 コト・マーケティング - 顧客をコトとして捉える -

企業の社会貢献を学ぶケース  - パタゴニア -3 濱本　隆弘

6

9 白　　貞壬

7

清水　信年

■■■■■■■■■■ 流通科学大学リサーチレター発行一覧 ■■■■■■■■■

2008年2月

2 2008年2月家計の金融資産選択行動分析　－ベイズ型コウホート分析の適用－

1 福井　　 誠
企業におけるEnterprise2.0導入の成功要因
－ＩＢＭのJamと久米繊維工業の事例による－

ミラノサローネ2008への日本企業出展に関する評価記事編纂 2009年2月

安　　 熙鍚 日本企業の海外経営　―ベトナムの事例― 2009年12月

木製組み立て家具製造小売の商品構成に関する一考察 2010年3月

10 家計の金融資産選択行動分析　Ⅱ－ベイズ型コウホート分析を用いた日米比較－ 2010年3月

■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■

16

11 山下　貴子 リーマン・ショック後の金融資産選択行動 2010年3月

12
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白　　貞壬

ズオン　ティトゥイ

27
アメリカにおける会計のPh.D.教育
－Basu教授のPh.D.セミナーを中心に－

2016年8月孫　　美灵

24 東　　利一
コト・マーケティングの解明
－顧客体験を基にしたマーケティング－

2015年4月

■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■

21 山下　貴子 家計の金融行動と金融ケイパビリティ 2014年6月

22 孫　　美灵
学園祭模擬店プロジェクトを通じた教育事例
－簿記会計教育を主な目的として－
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23

■■■■■■■■■■ 流通科学大学リサーチレター発行一覧 ■■■■■■■■■

東　　利一
「モノからコトへ」は何を意味したのか
－コトの時代的意味の解明と消費の類型化－

2015年3月

26 ベトナムにおける小売業の現状と課題 2016年6月

25 東　　利一
ビジョナリー・マーケティング
－コト・マーケティングのインフラとしてのビジョン経営－

2015年6月


